


  

(5)  申請日から入札執行日まで藤枝市入札参加停止等措置要綱（平成25年 藤枝市告示第178号）

による入札参加停止措置の期間中でない者。 

 (6)  暴力団員等（藤枝市暴力団排除条例(平成24年 藤枝市条例第40号)第2条第3号に規定する暴 

力団員等をいう。以下同じ。）、暴力団員（同条第2号に規定する暴力団員をいう。以下同 

じ。）の配偶者（暴力団員と生計を一にする配偶者で、婚姻の届け出をしていないが事実 

上婚姻関係と同様の事情にあるものを含む。以下同じ。）でない者。 

このとき、暴力団員等と密接な関係を有するものであるおそれがあると市長が認めるものにつ

いても入札参加資格を持たない。 

 

5 入札説明書、仕様書、入札参加資格確認申請書等の配布期間、配布場所及び配布方法  

(1)  配布期間 

  令和７年８月14日(木)13時00分から令和７年８月20日(水)17時00分まで 

(2)  配布資料 

ア 入札説明書 

イ 仕様書 

ウ 入札参加資格確認申請書 

エ 契約書案 

(3)  配布場所 

    藤枝市ホームページ。 

(4)  配布方法  

    ホームページ上からダウンロードすること。 

 

6 入札参加資格確認申請書の提出 

  本入札に参加を希望する者は、次により申請書及び入札参加資格を証明する資料を提出する

こと。 

(1)  提出期間 

      令和７年８月14日(木)13時00分から令和７年８月20日(水)17時00分まで  

(2)  提出場所  

    上記 2 担当部局に同じ。 

(3)  提出方法 

    持参又は郵送とし、電送によるものは受け付けない。郵送により提出する場合は、事前 

に上記 2 担当部局に連絡をすること。 

(4)  提出書類 

  入札参加資格確認申請書 

 

7 入札参加資格の確認結果通知 

(1)  入札参加資格の確認の結果は、令和７年８月22日（金） までに入札参加資格確認 

通知書によりEメールにて通知する。  

(2)  入札参加資格がないと認められたものは、次に掲げるところにより、その理由について、 

  書面により説明を求めることができる。 

 ア 受付期間 

令和７年８月25日（月）17時00分まで 

 



  

 イ 受付場所 

上記 2 担当部局に同じ。 

(3)  回答 

   令和７年８月27日（水）までにEメールにて行う。 

 

8 入札手続等 

(1)  入札執行日時 

     令和７年８月29日（金）９時30分 

(2)  入札執行場所 

    藤枝市岡出山一丁目11番1号 藤枝市役所西館５階第２委員会室 

(3)  入札方法 

     入札書を持参するものとし、郵送又は電送による入札は認めない。 

     入札執行回数は、2回を限度とする。 

(4)  入札執行日の持参書類 

    入札書、入札参加資格確認通知書の写し、委任状（代理人が入札する場合）、 

見積書（2回入札を行っても落札者がない場合） 

(5)  入札金額 

    入札又は見積もり金額は、総額（保守費含む）を記載すること。 

     なお、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額をも

って契約価格とする 

(6)  入札保証金及び契約保証金  

      ア 入札保証金 免除 

    イ 契約保証金 免除 

(7)  入札の無効 

本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者が行った入札、入札参加資格確認

申請書若しくは入札参加確認資料に虚偽の記載をした者が行った入札は無効とする。 

(8)  落札者の決定方法   

      地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第3項の規定により、予定価格の制限の範囲内

の価格で最低の価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。ただし、落札

者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行が

なされないおそれがあると認められるとき又はその者と契約を締結することが公正な取

引秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、施行

令第167条の10第1項の規定を適用し、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した

他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがある。 落札となる

べき同価格の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに当該入札をした者にくじを引

かせて落札者を定める。この場合において、当該入札をした者のうち、くじを引かない

者があるときはこれに代わって入札事務に関係のない市職員にくじを引かせる。 

(9)  契約書作成の要否 

要  

(10)  不落随意契約 

限度とする回数の入札を行っても落札者がない場合は、地方自治法施行令第167条の2第1

項第8号に基づき随意契約に移行し、最低価格を持って入札をしたものから見積書を徴取

し、予定価格の制限の範囲内で決定する。ただし、最低価格をもって入札したものが随意

契約を希望しない場合は、この限りではない。 



  

    見積書を徴取する回数は2回を限度とし、2回目においても決定しない場合は、次に安価

な価格で入札したものから同様の手続きで見積書を徴取する。以後、契約の相手方が決定

するまで、同様の手続きを行う。 

   同価格の入札をしたものがあった場合の見積書を徴取する順番はくじ引きで決定する。 

   最高の価格で入札したものから見積書を徴取してもなお契約の相手方が決定できなかっ

た場合は、当該不落随意契約の手続きは終了とする。              

 

9 その他                                                                         

(1)  契約手続等において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本円とする。 

(2)  本業務の契約は長期継続契約であり、予算の減額又は削除があった場合、市は契約を変更し、

又は解除し、その変更又は解除により、契約者に損害を生じさせた時には、契約条項に定める

ところにより損害を賠償する。 

(3) 入札又は見積もり金額は、総額によること。 

(4)  照会窓口 

     上記 2 担当部局に同じ。 

(5) 入札書用の封筒は用いない。 

 

 

 


